都教委による「専門研修」処分強行に対する抗議声明

本日よりのべ４日間の日程（９月７，９，１３，１４日）で、東京都教育委員会（都教委）は、「君が代」斉唱不起立等によって減給および停職処分を受けた１５名の教職員に対して、懲罰的な「専門研修」を強行実施しようとしています。

私たちはこれまで、５月２３日に弁護団が都教委に対して研修中止を申し入れ、７月７・８日には、対象者３０名が、「服務事故再発防止研修」処分の執行停止を東京地裁に申立て（同15日、却下決定）、８月２９日には、「専門研修」対象者のうち１４名が、同研修処分の執行停止を求める申立を行いました。

しかし都教委は、９月５日に執行停止の地裁決定が下されなかったことを背景に、本日、「専門研修」の実施を強行しようとしています。

今回、東京地裁（民事第１１部、１９部、３６部）が４事件（被告・東京都、立川市、日野市、練馬区）の申立を却下したことは、行政訴訟法改正の趣旨が反故にされた誠に残念な結果でありました。

しかしこれらの決定は、あくまで「（執行停止命令を出すことが）現時点において、申立人に重大な損害を避けるために緊急の必要があると認めることができない」としたのであって、同研修の適法性を認めたものではなく、「専門研修を受講したことにより損害を被り、あるいは、本件研修命令に従わなかったことによって、何らかの不利益処分を受けたとしても、金銭賠償や当該処分の無効を争うことによって、十分回復可能である」（第１９部決定）、「現段階において、申立人が本件研修命令に従うことにより、何らかの損害が発生するのかは未だ不明の状況にあるというほかはない」（第３６部決定）と、条件付きの決定でした。

昨年７月２３日、東京地裁は「繰り返し同一内容の研修を受けさせ、自己の非を認めさせようとするなど、公務員個人の内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであれば、そのような研修や研修命令は合理的に許容される範囲を超えるものとして違憲違法の問題を生じる可能性があるといわなければならない」（須藤決定）という鋭い警告を発しました。

今回の９月５日の東京地裁決定も、研修内容については、「自己の思想・信条に反することはできないと表明する者に対して、なおも職務命令や研修自体について、その見解を表明させ、自己の非を認めさせようとするなど、その内心に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであるならば、これは、教職員の水準の維持向上のために実施される研修の本質を逸脱するものとして、教職員の権利を不当に侵害するものと判断される余地はある」（第１９部決定）とし、この他、「その方法、内容、態様等において、当該職員の思想・信条に反する見解を表明するよう強要し、あるいは、思想・信条の転向を強いるなど、その内心の自由に踏み込み、当該教職員に著しい精神的苦痛を与えるようなものであるときには、そのような研修を命じる職務命令は、受講者に対し重大な損害を生じさせるものであって、同法（行政訴訟法）２５条２項により効力等が停止されるべき「処分」に当たると判断される」（第１１部決定）と、鋭い警告を発しています。

私たちは、既に不当な職務命令と、それに伴う処分によって「内心の自由に踏み込まれ、著しい精神的苦痛と経済的損失」を与えられている状態にありますが、これに上塗りする形で強行される「専門研修」は、仮にその場で、形の上では「内心の自由」に踏み込む内容に至らなくても、それはまさに「研修」という名の下に行われる実質的な二重の処分行為にあたると確信しています。

私たちは、このような違憲・違法な行政行為、すなわち、公権力による人権侵害を、一部たりとも認めることはできません。最後まで今回の違法な「研修」処分の自主的な停止を求めるとともに、万一、強行実施された場合には、法廷の内外で、その違法・不当性を厳しく追及していく決意です。
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